
　　なお、受検手数料入金の際の振込手数料は返還出来かねますので予めご了承ください。

【受検手数料の返還対象となる場合】

　　当協会が判断した場合

　　　場合、試験会場への来場や試験の実施にあたり、受検者、技能検定委員、補佐員及び職員等の安全衛生上

　　　の危険が予測される場合など）

【受検手数料の返還対象とならない場合】

　している受検手数料の返還についての考え方を、具体的に『受検手数料返還基準』と

令 和 7 年 3 月 4 日

山 形 県 職 業 能 力 開 発 協 会

令 和 7 年 度 技 能 検 定 試 験 に お け る
『 受 検 手 数 料 返 還 基 準 』 の お 知 ら せ に つ い て

　　令和7年度技能検定の実施にあたり、当協会受検案内(前・後期とも)２ページに記載

     実技又は学科いずれかの受検が完了している段階の場合は、受検していない試験のみが

　してまとめましたので、ご承知おき願います。

　１　天災・地変など社会通念上やむを得ない事由により、試験の実施が困難であると

　　（地震、台風、積雪、土砂崩れ等により公共交通機関や幹線道路等が不通となり試験会場への来場が困難な

　２　受検申請者が著しく少なく、実技試験を取りやめることとした場合

　3　設備等の関係で、実技試験の受検者を制限せざるを得ないと判断した場合

　4　その他、新型コロナウイルス等の感染症の影響により、技能検定が全国的に又は本県

　　独自に中止や延期になった場合

　　　(延期については、原則として当協会へ延期後の試験日前の直近営業日の16:00まで

　　に受検者本人から受検できない旨の連絡があった場合に限ります)

　※  上記１～４については、実技試験と学科試験の両方受検（区分がＡ甲）で申請し、

　3　受検者自身の都合や判断で、受検を取りやめた場合

　  返還の対象となります。

　・上記の1～４のいずれにも該当しない場合となりますが、具体例を次に記載いたします。

　1　新型コロナウイルス感染症等の罹患が疑われる場合で、受検者に対して受検の自粛を

　  お願いする場合

　2　受検者の所属している事業所等の都合や判断で、受検者の受検を取りやめさせた場合


